
033-048_日大紀要50号_A橋本_SK.smd  Page 1 20/03/18 16:56  v3.40

― 33 ―

地域のバス事業に関する今後のあり方について

橋 本 悟

1．はじめに

少子高齢化や都市部への一極集中の影響もあり，地方における交通の衰退が著しい．特に，撤退が事

前届出制になった 2002年以降は民間のバス事業者による路線の廃止が相次いでいる．その一方で，現

在のところ高齢者や学童は，親戚等のマイカーによる送迎によって，移動の相当部分が賄われているが，

送迎者の高齢化などによってこのマイカー送迎はいずれ限界がくるものと思われる（鈴木 2012）．

地域の交通を充実させることはその地域住民の生活の質（Quality of life）を高めるという意見もあり

（川端ほか 2011，大和ほか 2014），自治体が主体となって，地域の交通を維持する動きがある．その 1つ

が民間の路線バス事業者が撤退した地域やそもそも路線バス等が存在しない，いわゆる交通空白地域に

対して，当該自治体が直接・間接に運営するコミュニティバスやデマンド型バスである．本稿では，こ

の自治体が経営するバスについて，論文のレビューをもとにその意義と今後の研究の方向性について検

討する．

路線バスは，法律上は「乗合バス」として定義され，道路運送法に基づいて運行される．2002年に需

給調整規制が撤廃されたため，事業の開始は免許制から許可制に，事業の撤退は許可制から事前届出制

になった．

図 1は路線バスの現状を表したものである．営業収入，および，輸送人員は横ばいか若干減少してい

るが，事業者数は 2002年以降大幅に増加している．この増加はいわゆるコミュニティバスの事業者で

ある．

第 2節では，2002年の需給調整規制撤廃後（規制緩和）の動きについて，第 3節では，コミュニティ

バスの意義と採算性，第 4節では，デマンド型バスの現状，そして，第 5節でバス事業の今後の研究の

方向性についてまとめることとする．

2．2002年の需給調整規制撤廃後（規制緩和）の動きについて

2.1 規制緩和後の参入と退出

路線バスは 2002年の規制緩和によって，事業の開始が免許制から許可制に変更されたため，公示され

た安全条件を満たすことで参入が可能となる1）．事業開始とセットで規制されていた路線などの事業計

画は認可制となっている（寺田・中村 2013）．

この規制緩和後の参入・退出の状況としては大井（2010）が以下のように整理している．

（地方で参入が起きたケース）
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①バス停の設置などが容易で参入しやすい環境にあった地域

②中核市程度の都市におけるニッチな市場を開拓した地域

③過去に路線争いがあった地域

（退出が起きたケース）

①独占市場における内部補助の解消に伴う撤退

②事業者による不採算部門の整理による撤退

大井（2010）は結論として，規制緩和の結果，それぞれの事業者が競争の激化に伴う利潤の減少を意

識して，内部補助を解消する方向にビジネスモデルを構築していると述べている．高橋（2011）も競争

を意識した内部補助の解消について同様のことを述べている2）．

バス事業の退出に関しては中部地域公共交通研究会（2009）は，別の視点から，

①事業者の削減できる経費が限界に達している状況

②市町村が事業者の損失補填として補助金を出し続けている状況

③地域住民は利用促進等の検討をすることなく存続に対するお願いのみを行う状況

にある場合に撤退が起こると述べている．

また，大井ほか（2000）は，支払意志額が低い点に注目して市民のバス路線に対する不満があること

を指摘する．既存の事業者のバスサービスに対する不満があるために，たとえ経営状況が厳しくなった

としても存続に対する合意が得られないとする．

香川（2017）は，競争原理に基づく全国一律の規制緩和政策が，地方部における交通空白地域の拡大

につながったとして，地域の特性を考慮しなかった統一的な政策が今日の撤退を招いたと述べている．

木谷（2012）も規制緩和で競争は十分に促進されず，内部補助の崩壊だけが起こったと述べている．

以上から，規制緩和は，一部の地域では競争の促進というプラス面をもたらしたが，全体的には，内

部補助の解消による赤字路線の廃止というマイナス面のほうが大きかったといえるようである．

図1 路線バス事業の現状
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2.2 路線バスの活性化策

路線バスの撤退が相次ぐ中で，バス路線やその周辺地域を活性化しようとする動きがある．大井

（2011）は，トランスログ型の可変費用関数と総費用関数を導出することで，バス事業には規模の経済が

有意に存在せず，さらに，現在の事業規模は短期的には最適な資本を選択できていない可能性を指摘し

ている．データの制約から平均的な傾向にとどまるとしているが，路線の廃止や自治体による経営に関

して，事業者の最適な経営規模や最適な資本設備などが考慮されていないことが，採算性にも影響して

いる可能性を指摘する．ただし，Mark Frankena（1979）は，交通の場合は車両数が増加すると，稼働時

間やサービスの頻度が増加するため利用者にとって 1トリップあたりの待ち時間や歩行時間が減少する

ことになる．したがって，バス会社が負担する費用分析だけで規模の経済を判断するのは望ましくない

と指摘する．

宇都宮（2013）は Dargay and Hanley（2002）とほぼ同じ手法で需要関数の推定し，日本でも短期の需要

の価格弾力性が-0.44，長期が-0.61と小さいことを指摘している．

特定の地域を対象にした論文では，大井ほか（2000），川端ほか（2011）が，アンケート結果から，既

存の赤字路線に対して利用者の支払意思額が低い，つまり，サービスの満足度が低いという結果を導出

しており，さらに西藤・松田（2012）は効用関数の推定からより具体的に，バス停までの距離や最大待

ち時間，そして納税額がバス利用に有意に影響を与えていることを見出している．しかし，実際の路線

表1 路線バス事業を分析した論文

論文（執筆者・年） 分析手法 内容・結果（分析地域）

大井（2010） 事例研究 規制緩和による事業者の内部補助の解消．

Dargay and Hanley（2002） 計量分析
英国のバスの弾力性は短期-0.4，長期-0.9で運賃が高いほ

ど需要は敏感に反応する．

柿本（2008） 計量分析
費用関数の推定．規制緩和の効果は都市部のみで地方に

は及んでいない．

大井（2011） 計量分析 事業者は最適な経営規模や資本設備を選択できていない．

西藤・松田（2012） 計量分析
バス停までの距離，最大待ち時間，納税額がバス需要に影

響を与える．

宇都宮（2013） 計量分析
地方の需要の価格弾力性は小さく，短期-0.44，長期-0.61で

ある．集計データの利用．

Sakai and Takahashi （2013） 計量分析
補助金の増加は事業者のコスト効率性を低下させる．規

制緩和の効果は有意でない．

大井ほか（2000） CVM調査
支払意志額は補助金総額ほど高くはならないがバスの非

利用価値もある（北海道旭川市）

溝上ほか（2012） CVM調査 補助金支給にインセンティブをつけるべき（熊本県熊本市）．

大江ほか（2010） アンケート調査
アンケート，及び運行データから PDCAサイクルを実施

して改善策の提示（埼玉県日高市）．

谷本・南（2016） アンケート調査
クラスター分析で，バス路線と地域住民の意識の関係を分

析（岩手県久慈市・洋野町）

注：CVM：仮想市場法（仮想の市場を想定してアンケートをとる方法）
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の改善には反映されていない．

大江ほか（2010）は，PDCAサイクルを利用して路線の活性化に成功したイーグルバスのケースを論

じている．まず，負のスパイラルを「バス乗車人員の減少」「バス事業者の収支の減少」「サービスレベ

ルの低下」「利便性に対する不満の増加」と定義して，この負のスパイラルをローコスト（ノーコスト）

で断ち切るために，鉄道とバスの乗り継ぎがスムーズにできているかを数回のアンケートで調査し，結

果を毎年の時刻改正に反映させた．GPSによる運行管理データも利用したことで，運行本数を増やすこ

となく改善でき，負のスパイラルからの回復にもつながったと述べている．

大江ほか（2010）のポイントは，調査したイーグルバスでは，路線バスに GPSや赤外線センサーを付

けて，現在の路線がネットワーク全体を含めて適切であるかどうかを利用者・利用区間データとしてと

らえ，次に，沿線の住民にアンケート調査を行って，バスの潜在需要を喚起した．これらを通じて，現

在の路線の問題点を改善して利用客の増加につながったようである3）．

2.3 バスの外部効果

バス路線には単純な移動手段としてだけではなく，正の外部効果が存在するという意見もある．

谷本・南（2016）は，2004年と 2007年のアンケート結果から，バスは娯楽・買物・通勤といった「通

勤・通学行動への貢献」以外にも，経済活動の活発化，過疎化の防止，地域振興といった「地域活性化」，

および，環境に優しい，病院への通院に対する配慮，高齢化社会への対応といった「地域への配慮」が

含まれることを述べている．大井ほか（2000）もアンケート結果から，路線バスは渋滞の緩和，環境保

護などの直接の利用以外にも非利用価値が存在すると述べている．

谷本・南（2016）は，バスの社会的貢献という意味で，地域の住民はバスが地域活性化，高齢者対策，

および，住民の生活交通としての役割があると認識しており，これらの認識は，バスが廃止されるよう

な状況下においても変化しないことを見出している．川端ほか（2011）は，バス運営に住民が参加する

ことがバスの支払意思を高めるといった効果を見出しており，大和ほか（2014）は，デマンド型バスの

ケースではあるが，バスの運行が人々の新しい交友関係を創出することを発見している．これらはいず

れもバスの外部効果と考えてよいであろう．

土居ほか（2006）は，公共交通機関，そして，そこから派生する商店街を中心とした地域社会は，情

報交換の場であり，防犯，防災の機能が備わった場所であったとする．しかし，クルマ依存社会がこの

ような地域社会を崩壊させたとして，公共交通機関の社会的役割の重要性について述べている4）．

海外では外部効果は，混雑（Ahn 2009）や公害・CO2の排出量（Timilsina and Dulal 2010, Cravinoto et al

2013）といった外部不経済に関連するもの，そして，ネットワーク効果（Clpriani et al 2012）といった外

部経済に関連するものが多い．バス路線が街づくりに対して正の外部効果をもたらすことを定量的に示

した文献は見られなかった．

以上から，バスには正の外部効果や社会的貢献が大きいことはいくつかの文献で示されているが，そ

れが定量的に証明されているわけではない．

2.4 小括

2002年の参入・退出規制の緩和は，予想された通り，一部の路線では競争が促進されたが，事業者が

従来から行ってきた内部補助による路線ネットワークは崩壊し，各事業者は儲かる路線のみ運行をする

といった利潤追求型のビジネスモデルに変化していることがわかった．
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路線の活性化については，地域の特性をとらえて活性化に成功したケースが多くの論文で示されてい

る．規模の経済や需要の価格弾力性といった経済学的な分析はあるものの，それを利用した路線の改善

があまり行われていないこともわかった．

3．コミュニティバスの意義と採算性

内部補助の崩壊等に伴う路線バスの撤退を代替する意味で，近年，コミュニティバスの運行が増えて

いる．

2013（平成 25）年に「交通政策基本法」が成立し，交通施策の基本理念が定められるとともに，各自

治体が各々の裁量で地域の公共交通に関する取り組みを行うことが可能となった．国土交通省（2012）

によると，バス停から 600m，鉄道駅から 1km圏外を「公共交通空白地域」といい，可住面積の約 30％

（36,433km
2）を占め，九州と同じ面積になる．この地域の住民の移動手段を確保するために，コミュニ

ティバスやデマンド型交通を導入する動きがある．本節では，これらの地域へのコミュニティバスの導

入について，運行する意義とその採算性について検討する．

3.1 定義

コミュニティバスの定義は文献によって若干異なるが，欠損補助を前提としてバス事業者に運行を依

頼する方式によって，自治体が必要と考える路線バスサービスを直接実現することを可能としたサービ

ス（加藤ほか 2009），あるいは，自治体，地元商工会議所などの公的団体，あるいは，地元住民などが主

体となり，地域交通空白地域・不便地域の解消や利便性向上のために，民間事業者の路線バスとは別に

一定地域内を定期運行するバスであり，自治体の補助を基本とした上で，運賃・運行ダイヤなどを工夫

した新たなバス形態の 1つ（市川 2013）と定義するのが適切であろう．

コミュニティバスは制度的には，2005年までは表 2に示されるように 4種類に分類されていたが，許

可の種類によって路線の廃止などの手続きが不明瞭なため，2006年の道路運送法の一部改正によって乗

合バスとして申請することとなった．ただし，いくつかの点で乗合バスと異なる扱いを受けるため「新

乗合」と表現することもある（寺田 2007，寺田・中村 2013）．この新乗合は自治体の要請で直ちに事業

を開始でき，支援打ち切りがあれば直ちに廃止できる．表 2は 2005年までのコミュニティバスの許可

の形態であるが，このうち 2，3については，2006年以降は道路運送法 21条の特例許可によるものでは

なく，乗合バスとして申請を行うこととなっている（寺田・中村 2013）．

表2 2005年までのコミュニティバスの許可形態（寺田・中村2013より作成）

許可の種類 採用市町村数

1 通常の乗合バスとして運行（4条バス） 266（ 25％）

2 貸切バスが「乗合許可」を受けて運行（21条バス） 405（ 38％）

3 タクシーが「乗合許可」を受けて運行 142（ 13％）

4 自家用バスが「運行許可」を受けて運行（80条バス） 259（ 24％）

（合計） 1072（100％）

数字は 2005年 10月現在



033-048_日大紀要50号_A橋本_SK.smd  Page 6 20/03/18 16:56  v3.40

経済科学研究所 紀要 第 50号（2020）

― 38 ―

3.2 導入状況と種類

図 2はコミュニティバスの導入状況である．1200を超える自治体で導入されており，車両数も 3000

を超えている．

土居ほか（2006）はこのコミュニティバスを 4種類に分類する．

①乗合バスの廃止代替

②交通空白地域の解消（郊外と市街地を結ぶ）

③市街地活性化（郊外と市街地を巡回して市街地を活性化させる）

④その他交通利便の確保（郊外にある公共施設等と市街地を結ぶ）

経営主体は地方自治体（都道府県・市町村），団体（商工会議所・商工会・観光協会・地域自治会など），

および，バス事業者である．

福本・加藤（2009）は，コミュニティバスの経営形態について，「運営と運行の分離」が自治体とバス

事業者間で明確化された新しい形態であると評価する．つまり，分離によって，運営に自治体，地域住

民，NPOなどが参画することができ，新しい運営形態をもたらしたとする．

3.3 意義

コミュニティバスは，1995年 11月に運行開始した東京都武蔵野市の「ムーバス」が最初であるとされ

る（鶴指・松澤 2005，福本・加藤 2009，加藤ほか 2009，寺田・中村 2013など）．コミュニティバスに関

する事例研究の論文は豊富であるが，成功事例的なものが多く失敗事例についてはほとんどない．実際

には，大阪市の「赤バス」のように運行を取りやめる自治体もある（鶴指・松澤 2005）．

導入の意義については，経済学的な理由と福祉政策的な理由がある．藤井（2001）は，市場はミニマ

ムの確保を保証するものではなく，取引の初期状態で社会的に好ましくない格差があったとしてもそれ

は所与とされる点を問題視しており，この是正が公的介入の要因であるする．田邉（2005）は，市場メ

カニズムに依拠したサービスの提供は高い効率性が実現される反面，政策目標の 1つである公平性の問

図2 コミュニティバス導入状況
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題を解決できないことが自治体によるバスサービス導入の意義であると述べている．福本・加藤（2009）

は，公共交通を営利事業として民間事業者が運営することの弊害をシビルミニマムなどの公共の視点か

ら指摘して，公共部門が積極的に介入することによってこれを是正するべきであると指摘する．

福祉政策的な視点では，最低限の市民生活を保障するために，ある一定水準の交通サービスは供給さ

れるべきという「シビルミニマム」の考え方がある（竹内 2018）．交通弱者の足の確保という考え方もあ

る（土居ほか 2006）．田�（2017）は「ある程度」移動することによって，医療・福祉・教育・雇用といっ

たサービスを享受できるために，移動の公平性は必要であるとする．これらはいずれも福祉的な視点に

立っており，事業の採算性は考慮されない5）．

3.4 採算性

ここでは，コミュニティバスの採算性に関して，現状，問題点，及び，改善策の順で述べる．

コミュニティバスは，現在のところ，一部の例外を除き赤字部分を自治体が補填することを前提に導

入されるため，ほとんどの路線で赤字となっている．市川（2013）は，645の自治体のアンケート結果の

分析から，コミュニティバスは全国平均で運賃収入は経費全体の 4分の 1しか賄えておらず，持続可能

な交通手段ではないと指摘する．644の自治体のアンケート調査結果から，平成 22年度で全自治体の平

均収支率（収入 /支出）は 29％であることを示している．

三村ほか（2011）も自治体へのアンケート結果から，収支率が 0.5以下の自治体は全体の 86％，1.0以

下では 98％を占めると指摘する．しかし，収支状況のよい自治体は努力意識が高く広告収入が多いこと

も述べている．また，収入に対しては自治体間での分散が大きいこと6），補助金については，特に収支率

の低い路線を持つ自治体で年間平均 3500万円程度，そうでない路線を持つ自治体では年間平均 5000万

円強であることを明らかにしている．

採算性に関する問題点として，溝上ほか（2012）は，現状の補助金支給制度の多くは，赤字路線につ

いて，その赤字額を全額補助するような欠損補助の形をとるケースが多いが，これでは事業者に経営改

善のインセンティブが働かないことを指摘している7）．また，三村ほか（2011）は，コミュニティバスは

運行財源に関して財政規模の大きな民営・公営バスと同様の運賃依存型の収支構造を踏襲しつつも，100

円，200円といった均一運賃が基本で，かつ，その運賃が低く設定されているために収支率の低い赤字体

質の路線が多く形成されていると指摘する．運賃収入が十分に得られないことが明らかであるにも関わ

らず，運賃依存型の収支構造を採用している点が問題で，この構造から脱却しなければ赤字体質は改善

できないとする．谷内ほか（2010）も，住民主体でバス路線を開設する場合，いわゆるコミュニティバ

スの開設にあたっては，赤字が前提となるため，運賃収入以外の収入手段を確保してから事業を開始す

べきであると指摘する．

採算性を改善する方策としては，松崎（2015）が，コミュニティバスであっても，人口の多い商圏を

通る路線は，採算性が良いことを指摘している．これは本稿で定義する都市部の交通空白地域の路線を

指すと思われるため，都市部の路線は努力次第で黒字化が可能であることを示唆している．

田中（2001）は，地域の路線バスを営業路線とシビルミニマム路線に分けて，前者は市場原理の下に

運行を行い，後者は市場原理のなかで生じてくる欠損を公的に補填することを提案している．シビルミ

ニマム路線の赤字補填は地域住民の補填で行う．この根拠は，津軽地域でのアンケート結果から，バス

を全く利用しない人が全体の 61％であるのに対して，バス路線廃止反対と回答している人が全体の 84％

にのぼるからとしている．つまり，アンケート結果は，交通弱者（利用者）だけにバス料金を負担させ
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るのではなく，非利用者にもシビルミニマムの維持コストを分担させるという考えは受け入れられるこ

とを意味していると指摘する．大井ほか（2000）もアンケート結果からほぼ同様のことを述べている．

しかし，竹内（2018）は，シビルミニマムは効率性よりも公平性を優先するが，これは強い価値判断を

伴うものであるために，補助を正当化する根拠としては慎重に検討する必要があると警告する．

3.5 事例研究からの知見

ここでは，コミュニティバスの地域事例研究からの知見について述べる．表 3は主な論文であるが，

住民参加の重要性に関するもの，および，路線活性化の方策について述べたものがある．

谷内ほか（2010）は，住民が主体的にバスの計画・運行にかかわることで，営利事業が成り立たない

地域であってもバス事業を成立させ，なおかつ，地域の実情を計画に反映した過剰でないサービスを提

供することが可能であると指摘する．運賃以外の財源を確保する必要があることと，行政サイドのサ

ポートも重要であることにも言及している．同様に，川端ほか（2011）も CVM調査から，住民が積極的

にバス運営に参加することで，バスに対する支払意思額が高まるとともに，当該地域に適したサービス

を実現することが可能になると述べている．その一方で，高野ほか（2011）は，地域住民と行政の連携

は必要であるが，そのバランスが重要であると指摘する．つまり，行政側で一方的に物事を決定すると，

住民側がそれに反発する可能性があり，それが問題解決を遅らせることになると主張する．

以上から，住民の直接・間接（アンケート参加など）な参加が，バスの利用促進につながり，最終的

に路線の維持に貢献すると思われる．

また，自動車依存型の地方都市における持続可能な公共交通計画を検討した秋山ほか（2012）では，

コミュニティバスについて，以下の課題を指摘する．

①モータリゼーションの著しい地方都市ではコミュニティバスの利用意向は小さい．

②実証実験による利用者数増加は一定の成果を与えるが，運行経費の面からの持続可能性は小さい．

表3 コミュニティバスを扱った主な論文

論文（執筆者・年） 地域 分析手法 内容・結果

川端ほか（2011） 新潟県長岡市 CVM調査 住民参加のバス運営が支払意思額を高める．

松崎（2015） 南関東 AreGIS 大きい商圏人口がバスの収益を良好にする．

谷本・南（2016） 岩手県久慈市・洋野町
アンケート調査

クラスター
バス路線と地域住民の意識の関係

谷内ほか（2010） 全国 事例研究

各地域の事業化までのプロセスを比較する．

一般に住民組織，財源の確保，運行委託者の

決定の順に行われている．

高野ほか（2011） 静岡県富士宮市 事例研究
調査会の設定やバス停オーナー制度などで路

線の活性化を行う．

秋山ほか（2012） 岐阜県本巣市 事例研究
運行経費の視点から，自動車中心の地区では

コミュニティバスの活性化は困難．

新井（2013） 群馬県桐生市 事例研究
検討委員会の設置と路線・運賃の見直しで活

性化させた．

注，AreGIS：地理情報システム，CVM：仮想市場法（仮想の市場を想定してアンケートをとる）
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③交通需要変化から，必ずしもサービス水準の低下が大きな交通需要の減少を与えない．

④持続的な公共交通政策の実施により利用者の利用頻度は増加傾向にある．

⑤決定木の分析より，非利用者に対してバスの必要性，将来交通の不安などに関する政策的な意識構造

変化が必要である．

自動車依存型の都市におけるバス路線の維持がいかに困難であるかを指摘した論文といえる．

3.6 まとめ

コミュニティバスの運行を全面否定する論文はなく，基本的には肯定的にとらえられている．それは，

競争の初期状態における地域の人口格差に対するミニマムの確保，並びにこれに関連する公平性の確保

のためであるとする経済学的な理由と，交通空白地域における交通弱者に対して，一定の交通サービス

を供給すべきというシビルミニマムという福祉的な理由のためと思われる．

採算性については，バス路線を営業路線とシビルミニマム路線を明確に分けて，前者は既存のバス事

業者に任せ，後者に対してコミュニティバスを参入すべきである．都市部のシビルミニマム路線につい

てはルート次第で黒字化も可能である．他のシビルミニマム路線については，赤字の補填を行うことに

なるが，路線の持続可能性を考えるならば，その補填額は当該地域の非利用者も含めた支払意思額で賄

えるレベルにするのが望ましいといえる．

4．デマンド型バスの現状

コミュニティバスと並んで自治体などが導入しているのがデマンド型バスである．

デマンド型バスは，正確には需要応答型輸送（Demand Responsible Transport: DRT），あるいは，デマン

ド交通と呼ばれる．デマンド交通には，デマンド型バスとタクシーがあるが，いずれも，地方で財政的

に鉄道や路線バスなどを維持できない場所における最終的な交通手段として注目が集まっている（寺

田・中村 2013）．デマンド型バスについては，タクシーと路線バスの中間に位置する交通機関で，需要密

度が低い中山間地での運行に適しており，路線バスシステムの要素である路線，ダイヤ，バス停の一部

かすべてを利用者の需要に応じて変化させるところに特徴がある（元田ほか 2005）．2000年に運行が開

始された高知県四万十市の「中村まちバス」が実質的な最初とされている（寺田・中村 2013，田柳ほか

2013)8）．

デマンド型バスは，基本的に需要の少ない地域で運行されるため，運行を効率化しても依然として需

要は小さく独立採算が困難なこと，利用者の多くが高齢者であるにも関わらず，高齢者ほど予約に対し

て抵抗があるという問題を抱えている（元田ほか 2005）．また，財政支出が比較的少なく，新たな利用

ニーズをもたらすとの安易な考えからブームに便乗して導入した自治体も少なくないようである（市川

2013）．

図 3はデマンド型バス（ジャンボタクシーなども含む）の現状である．導入事業者，導入路線数とも

に増加している．

4.1 デマンド型バスの事例研究

デマンド型バスは，需要が多すぎる場合は，運行ルートが複雑になりすぎて非効率になり，需要が少

なすぎる場合はタクシーのような個別輸送の方が望ましくなる（元田ほか 2005）．また，デマンド型の

交通（バス）はタクシーと機能重複するため，特にタクシー事業者との間の役割分担を協議でもって事
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前に決める必要がある（鈴木 2012，太田 2017）．

デマンド型バスの論文は，運行ルートの選択に関するものが多い．例えば，坪内ほか（2009）は，計

算システムを用いて，30台のデマンドバス（実験では 4人乗りタクシー）のルートを決める実証実験を

おこなった．長崎県雲仙市の 496箇所のバス停を登録して，顧客は時間とその出発と到着バス停をウェ

ブや電話で予約することで，自動計算システムがデマンドバスのルートを計算して運行してくれるとい

うものである．利用者の支払い意思額も路線バスより高くなった．

さらに，タクシーのように完全に自由にルートを決めることができ，バスのように乗合で即時にデマ

ンドに対応できる新しいタイプの公共交通システムの実験も行われている（中島ほか 2015）．しかし，

デマンド型タクシーのような小型車両で乗合をする場合は，特に女性が酔った男性客と同乗したくない

とか，自分の住んでいる場所を他人に知られたくないといった要求などもある（中島ほか 2015）．

4.2 小括

デマンド型バスの論文は，社会実験の結果としての効率的なルート選択に関するもの（坪内 2009，中

島ほか 2015）が多い．デマンド型バスとコミュニティバスの役割分担を明確に分析した論文はないが，

コミュニティバスの運行が不可能な地域の最後の手段として，デマンド型バスが運行されているようで

ある．したがって，事業の採算性については，もはや分析の対象にはなっていない．

デマンド型バスが交通空白地域のシビルミニマムを果たすことができるかについては十分な研究がな

されておらず，今後の研究の蓄積が重要である．

5．バス事業の今後の研究の方向性について

ここでは，論文レビューから見えてきた今後のバス事業のあり方と，研究の方向性についてまとめる

こととする．

路線バスを運営する民間・公営の事業者は，今後も採算の合わない路線を廃止すると思われる．これ

に対して，当該路線を含む地域の自治体は，経済学的・福祉政策的な視点からコミュニティバス等を運

図3 乗合タクシー（デマンド型バス）の導入状況
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行して，地域住民の最低限の生活を保障することになる．コミュニティバスを運行することに対しては

否定的な意見はなく，おおむね肯定的にとらえられているため，交通空白地域を網羅するコミュニティ

バスは今後も増加していくものと思われる．しかし，その増加に伴って，次のような課題がクローズアッ

プされている．

①適切な補助金額の検討

②補助金の持続可能性

③ターゲットとする顧客層

④コミュニティバスとデマンド型バスの役割分担．

①については，支払意思額から適切な補助金等を検討した論文はあるが，補助金を支払意思額に等し

くすることへのコンセンサスが得られていないことや，支払意思額の導出方法など研究すべき課題は多

い．②は支払意思額や外部効果の内部化といった点がポイントとなる．内部補助が長期にわたって機能

してきたのは，黒字路線からの利益を赤字路線の補填に充当させるという補填財源の出所を明確にして

規制したところにあると考えられる．コミュニティバスの赤字についても，不明瞭な形で補填するので

はなく，地域住民の支払意思額，あるいは外部効果に相当する額を税金等で補填するなどの明確な根拠

が必要である．補助の出所が明確になれば，持続可能性も高まると考えられる．当然，このような補填

には地域差があると考えられるため，サービスレベルも地域差が生じると思われる．

③については，交通空白地域をコミュニティバスが代替する場合，その運行することについては経済

学的・福祉政策的な意義があり特に異論はないが，どの顧客層までとらえるのかという視点が十分に検

表4 デマンド型バスに関連する論文

論文（執筆者・年） 地域 分析手法 内容・結果

大和ほか（2014） 三重県玉城町 AreGIS・アンケート 移動手段だけでなく，新しい交友関係を創出する．

坪内ほか（2009） 長崎県雲仙市 実証実験 計算システムでデマンドバスのルートを決める．

中島ほか（2015） 北海道函館市 実証実験
バスのルートを自由にすることで，タクシーと

バスを融合させる．

堀内（2009） 滋賀県 事例研究 高齢者対応などによる活性化

元田ほか（2005） 事例のまとめ
需要が多すぎると非効率になり，少なすぎると

タクシーの方がよくなる．

高野ほか（2011） 静岡県富士宮市 事例研究
交通空白地域に，バンによるデマンド型の「宮

タク」の運行を行う．

松崎（2012） 茨城県古河市 事例研究
デマンド交通の費用負担の公平性と運行上の経

費削減の問題

鈴木（2012） 事例のまとめ
タクシーと機能重複するので，住み分けが必要

である．

田柳ほか（2013）（北海道函館市） 事例研究
中規模の都市におけるデマンド型バスの導入の

検討を行う．

太田（2017） 理論的考察
コスト構造の違いから共存は不可能で，タク

シーとの役割分担が必要である．

注，AreGIS：地理情報システム，CVM：仮想市場法（仮想の市場を想定してアンケートをとる）
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討されていないことがわかった．つまり，交通貧困者のうち，高齢者や中高生の通学までとらえるのか，

あるいは，通勤などの顧客までとらえるのかが不明瞭なまま運行されているようである．言い換えるな

らば，路線バスの廃止によって，交通貧困者に陥った高齢者や通学者などのうち，どの貧困者までをコ

ミュニティバスが取り込むのかについて，地域の事情に合わせて現実的な視点から検討する必要がある

ということである．そして，④のコミュニティバスとデマンド型バスの役割分担の検討については，デ

マンド型バスとタクシーの関係についての論文はあるが，デマンド型バスとコミュニティバスの役割分

担についての論文はなく，これからの研究課題であるといえる．

以上

注

1） 1996年の行政改革委員会では，需給調整規制の廃止は生活路線の維持方策の確立が前提であるとして

いる．詳細は岡野・杉山（2015）p137-139参照．

2） これは内部補助による生活路線の維持が困難であることをあらかじめ予想していたといえる．また，藤

井（2000）は，バス事業における内部補助は，事業免許制度で規制できない自家用車との競争に直面し

ため有効に機能しなくなり，公共による補助が必要になっていると指摘している．

3） 「地域公共交通の確保・維持・改善に向けた取り組みマニュアル」（国土交通省）では，PDCAサイクル

を実施した約 250の自治体の結果から，安易な目標設定やチェックの不十分などによって成功しない場

合も多いと指摘している．

4） 詳細は土居ほか（2006）第 3章（p51-84）を参照のこと．ここでは，「交通権」や CO2排出量などの視点

から，クルマ依存社会をやや過剰に批判した内容となっているが，50年以上に及ぶモータリゼーション

の進展の中で，クルマ依存の交通をベースに，情報交換や防犯・防災を備えた街づくりができなかった

こと，そして，自家用自動車が「交通権」を満たすことができなかったことに対する批判であると考え

るべきであろう．

5） 福祉的な視点から過疎地域においてもバス路線を維持すべきという考え方は古くから論じられており，

岡野（1977）では「ナショナルミニマム」の確保として述べられている．近年は，竹内（2018，p237），

土居ほか（2006，p55-56），田�（2017，p215）の記述にあるように「シビルミニマム」と表現される傾

向にある．なお，「シビルミニマム」の考え方を否定や批判する論文は見当たらなかった．

三村ほか（2011）では，自治体バスと定義しているが，本稿でいうコミュニティバスと同様の意味で

あるため，ここではコミュニティバスと表現を統一する．なお，収支率とは収入 /支出である．

6） 三村ほか（2011）では，自治体バスと定義しているが，本稿でいうコミュニティバスと同様の意味であ

るため，ここではコミュニティバスと表現を統一する．なお，収支率とは収入 /支出である．

7） コミュニティバスの欠損補助の実態については，寺田・中村（2013）第 3章に詳しく述べられている．

8） デマンド交通の詳細については寺田・中村（2013）p103-118を参照のこと．
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